
浮体式洋上風力発電の海上施工等に関する官民フォーラム

○浮体式洋上風力発電の大量導入に向けた海上施工や関連船舶に関する諸課題について、官民が連携し、横断的な議論
を促進するため、令和６年５月に「浮体式洋上風力発電の海上施工等に関する官民フォーラム」を設置。

○令和６年８月に第３回を開催し、「浮体式洋上風力発電の海上施工等に関する取組方針」を提示。

 浮体式洋上⾵⼒発電設備の⼤量導⼊を進めるためには、浮体の組⽴・設置など多岐にわた
る海上施⼯や関連船舶に関する諸課題について、様々な主体が連携の上、制度設計や技
術検討を計画的に進めることが必要。

背景

 浮体式洋上⾵⼒発電の⼤量導⼊に向けた海上施⼯や関連船舶に関する諸課題について、官⺠が連携し、横断的な議論を促進するため、「浮体式
洋上⾵⼒発電の海上施⼯等に関する官⺠フォーラム」を設置・開催。

浮体式洋上⾵⼒発電の海上施⼯等に関する官⺠フォーラム

 「取組⽅針」に基づき、今後①〜④の取組を深化
 特に、①施⼯シナリオ、④各種調査・研究に関する具体的な議論を実施するため、「官⺠WG」を設置 ※参加者や具体的な検討事項等は検討中

今後の対応

国⼟交通省（総政局、海事局、港湾局、
国総研）、うみそら研、関係機関（海事、
港湾）、マリコン、ゼネコン、造船、海運、学
識経験者 等

構成員

R6.5.21 第１回
R6.6.25 第２回
R6.8.29  第３回（「取組⽅針」の提⽰）

開催経緯

①施⼯シナリオの検討
• 浮体基礎の種類別など複数ケースの海上施⼯シナリオについて検討 ※シナリオ策定後、②〜④の検討に反映
②港湾インフラ・関係船舶確保等のあり⽅に関する検討
• 浮体式の⼤量導⼊を可能とする港湾の機能や、船舶の需要⾒通しと確保に向けた取組みの検討
③設計・施⼯・維持管理に係るガイドライン等の整理
• EEZへの展開も踏まえたガイドライン等について整理
④各種調査・研究の推進
• 【国】技術的・制度的な調査・研究、【⺠間】協調領域の連携枠組みの構築

浮体式洋上⾵⼒発電の海上施⼯等に関する取組⽅針
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令和10年度以降令和９年度令和８年度令和７年度令和６年度

浮体式洋上⾵⼒発電
の海上施⼯等に関す
る全体の議論・検討

①施⼯シナリオの検討

②港湾インフラ・
関係船舶確保等の
あり⽅に関する検討

③設計・施⼯・維持管
理に係るガイドライ
ン等の整理

④各種調査・研究の
推進

⑤関係機関、組織と
の連携が不可⽋な
課題への対応

官⺠フォーラム

施⼯シナリオに関する
議論（官⺠WG）

施⼯シナリオの策定
【国・⺠間】

【国】

【国】

※「協調領域の連携枠組みの検討」等の⺠間が実施すべき取組は、あくまで想定。また、上記進め⽅全体については、今後の様々な情勢変化により変わることがあり得る。

ガイドライン等についての議論
（有識者会議等）

EEZへの展開等を踏まえた
検討に必要な情報整理

【国】

【⺠間】

②〜④の
検討に反映

個別課題（協調領域）についての調査・研究

国が実施すべき個別課題についての調査・研究

官⺠WG

①、④に関するテーマ
を中⼼に議論

継続的な議論・検討

①〜④の各取組は全体
の議論に適宜反映

協調領域の連携
枠組みの検討

研究⽅針に
関する議論

（官⺠WG）

①〜④の
検討に反映

連携枠組みの
検討に反映

【国・⺠間】

②〜④について、
相互の検討に反映

実装

「海上施⼯の実施」の観点から必要な事項について、関係機関、組織と連携しつつそれぞれ対応

「洋上⾵⼒発電の導⼊促進に向けた港湾のあり⽅に関する検討会」
における議論

実装

ガイドライン等策定

※競争領域については、事業者毎に調査・研究を実施

議論を踏まえた具体的な対応

取組方針の進め方イメージ

「洋上⾵⼒関係船舶確保のあり⽅に関する検討会（仮称）」
における議論

連携する関係機関、組織の例︓FLOWRA（浮体式洋上⾵⼒発電の商⽤化に向けた取組）、ECOWIND
（洋上⾵⼒産業に関する⼈材育成）、NEDO（GI基⾦事業（洋上⾵⼒発電の低コスト化））等

令和６年８月29日
第３回官民フォーラム

資料より抜粋



浮体式洋上風力発電所の海上施工手順（想定）と技術的課題

基地港湾

ⅷ設置

設置区域

ⅴ浮体基礎にアッセンブリ

アンカー・係留索の準備、
アンカーハンドリング船等への積込み

浮体基礎製作ドック・ヤード等

ⅰ引き渡し

ⅱ保管水域

ⅲ設置時期に順次移動

ⅳ保管水域

ⅵ現地に曳航

ⅶアンカー等
事前設置

○浮体式洋上風力設備の設置等に向けて、施工用機材や海上施工時において必要な船舶等の能力向上、

施工・メンテナンスの効率化が課題として挙げられる。

○様々な主体が連携し分野横断的に課題解決に向けて取り組む必要がある。

海上作業基地

⑩オフショアでの操船・施工
技術の向上

⑤基地港湾と海上作業基地などが一体として機能
する施工システム
⑥基地港湾への大型クレーン（常設）の確保

⑦基地港湾や発電海域近傍への作業船基地設置
等による稼働率向上

⑱運用・維持管理に必要な船舶
（作業員輸送船(CTV)、サービスオ
ペレーション船(SOV)等）の需要見
通し、整備に向けた対応

⑯施工機材の利用率の向上によ
るメンテコストの低減
⑰海上での高高度作業への対応

④浮体基礎曳航時における
避難・避泊水域の確保

⑬製造・設置～メンテまでの施工
効率化のための分野横断的な建
設システムの構築

⑲組立・施工に必要な船舶（重量
物運搬船、SEP船、風車基礎設置
船(FFIV)、アンカーハンドラー
(AHTS)、ケーブル敷設船(CLV)、
起重機船等）の需要見通し、整備
に向けた対応

⑪機材のレベルアップ等による
施工の効率化

①海上への投入用施設の確保
②保管・係留施設の確保

⑭施工海域の気象・海象予測
システムの構築

⑨沖合での動揺を抑えた施工方法の確立

⑧アンカーハンドラー船の
大型化

⑫安定した係留システムの構築

③浮体基礎の保管水域の確保

⑮海域調査に必要な海底地質調
査船（CPT）等の需要見通し、
整備に向けた対応

浮体式洋上風力発電設備の海上施工等における諸課題
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令和６年８月29日
第３回官民フォーラム
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【取組方針①関係】浮体式洋上風力発電の海上施工シナリオの検討に向けた論点
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○ 浮体式洋上風力発電の大量導入を見据え、海上施工においてボトルネックとなり得る点を具体化
するため、「海上施工シナリオ」を整理することが必要。

○ 海上施工シナリオの検討に必要な（１）前提条件、（２）設定すべき要素を以下の通り整理。今後、
（２）についてより詳細に設定し、検討を深掘りする。

・設置⽔深︓100m超 ・⾵⾞の規模︓15MW〜20MW機
・基数︓50〜70基 ・施⼯期間︓２〜３年間

（２）海上施⼯シナリオの検討にあたり設定すべき要素（案）

（１）海上施⼯シナリオの検討に必要な前提条件（案）

※下図はセミサブにおけるフローの⼀例を単純化したものであり、浮体基礎の種類や⾵⾞の規模、作業船や基地港
湾の機能等により様々なケースが想定される。

製作・保管場所 基地港湾等 設置海域

①係留策、アンカー準備

②浮体基礎組⽴

③浮体基礎保管

④浮体基礎等仮置

⑤資機材搬⼊

⑥資機材保管

⑦アッセンブリ・搭載

⑧曳航・設置

係留索等の事前設置

【設置海域】
・沖合の気象・海象条件
（冬季⾵浪の有無等）
・設置区域の地盤条件
（地盤に応じたアンカーの種類）
・通信環境
・周辺航⾏船舶の有無

【製作・保管場所】
・保管、避難・避泊⽔域の規模

【基地港湾等】
・基地港湾の数・機能
・基地港湾を補完するインフラの有無
※浮体式の導⼊にあたっては、基地港湾等の既存ストックを最⼤限活⽤することが前提

【全般】
・浮体基礎の種類
・係留（位置保持）システムの種類
・利⽤可能な作業船の数 海上施⼯シナリオの検討にあたり設定すべき要素

令和６年８月29日
第３回官民フォーラム
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